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第１章 総則

（趣旨）

第１条 北海道財務規則（昭和45年北海道規則第30号。以下「財務規則」という ）の規。

定による北海道警察（以下「警察」という ）の財務会計事務の処理に関しては、別に。

定めるもののほか、この訓令の定めるところによる。

（委任権限）

第２条 北海道警察本部長（以下「警察本部長」という ）及び方面本部長は、その所掌。

に属する次に掲げる事務を行うものとする。



歳入を徴収すること。(１)

支出負担行為である契約以外の契約を行うこと。(２)

支出負担行為を行うこと。(３)

支出を命令すること。(４)

歳入歳出外現金、有価証券（公有財産に属するものを含む 、物品及び占有動産(５) 。）

の出納の通知を行うこと。

公有財産の取得を行うこと。(６)

公有財産の管理を行うこと。(７)

知事の指定する第二種普通財産の処分及び用途廃止によって生じた第二種普通財産(８)

のうち、知事に引き継ぐことを要しないものの当該用途廃止の目的に従った処分を行

うこと。

前３号に掲げる公有財産の取得､管理及び処分に附帯する登記又は登録を行うこと｡(９)

北海道行政財産使用料条例（昭和39年北海道条例第29号）第７条の規定により、行(10)

政財産の使用料の減免を行うこと。

物品の取得、管理及び処分（これらの行為に附帯する物品の登録、登記等の行為を(11)

含む ）を行うこと。。

債権を管理すること。(12)

２ 警察本部長及び方面本部長は、所管の北海道警察学校（以下「警察学校」という ）。

及び警察署に係る前項第１号、第３号、第４号、第６号から第10号まで及び第12号に掲

げる事務を行うものとする。

３ 北海道警察学校長（以下「警察学校長」という ）及び警察署長は、その所掌に属す。

る次に掲げる事務を行うものとする。

前渡資金の支払の原因となるべき契約、その他の行為を行うこと。(１)

支出負担行為である契約以外の契約を行うこと。(２)

歳入歳出外現金、有価証券（公有財産に属するものを除く 、物品及び占有動産(３) 。）

の出納の通知を行うこと。

物品の取得、管理及び処分（これらの行為に附帯する物品の登録、登記等の行為を(４)

含む ）を行うこと。。

（専決事項）

第３条 北海道警察本部総務部長（以下「総務部長」という ）は、前条第１項の警察本。

部長の事務（同項第３号の支出負担行為のうち、交際費、食糧費（財務規則第13条の３

第４号の食糧費をいう。次項第６号及び第６項第６号において同じ ）その他法律上道。

の義務に属する負担金以外の１件の金額が５億円以上の経費に係るものを除く ）につ。

いて専決することができる。

２ 北海道警察本部会計課長（以下「会計課長」という ）又は総務部参事であって総務。

部長の指定するものは、前項の規定にかかわらず、同項に規定する事務のうち、次項か

ら第５項までに規定するものを除き、次に掲げる事項を専決することができる。

歳入を徴収すること。(１)

１件の金額が2,000万円未満の収入の原因となるべき契約（公有財産の処分に係る(２)

ものを除く ）を行うこと。。



給与その他の給付（財務規則第10条第２項の給与その他の給付を除く。第６項第３(３)

号及び第７項第１号において同じ ）の支出に関し、支出負担行為を行うこと。。

光熱水費、通信運搬費、手数料、償還金(過誤納金及び道債に係るものに限る｡)、(４)

、 、 、小切手支払未済償還金 利子割精算金 融通を受けた現金及び一時借入金に係る利子

還付加算金並びに公課費の支出に関し、支出負担行為を行うこと。

１件の金額が1,000万円未満の負担金、補助金及び交付金の支出に関し、支出負担(５)

行為を行うこと。

前３号に掲げるもののほか、１件の金額が2,000万円未満の経費（前渡資金、公有(６)

財産の取得に要する経費、交際費及び食糧費を除く ）の支出に関し、支出負担行為。

を行うこと。

資金前渡員に対する資金の交付に関し、支出負担行為（北海道警察本部（以下「警(７)

察本部」という ）に置く資金前渡員に対する交際費及び食糧費に係るものを除く ）。 。

を行うこと。

支出負担行為の行われた経費の支出を命令すること。(８)

物品の取得（寄附によるものを除く 、管理及び処分（これらの行為に附帯する(９) 。）

物品の登録、登記等の行為を含む ）を行うこと。。

物品及び占有動産の出納の通知を行うこと。(10)

歳入歳出外現金及び有価証券（公有財産に属するものを含む ）の出納の通知を行(11) 。

うこと。

債権を管理すること。(12)

３ 北海道警察本部施設課長（以下「施設課長」という ）は、第１項の規定にかかわら。

ず、同項に規定する事務のうち、次に掲げる事項を専決することができる。

光熱水費（警察本部の施設及びその附属設備に係るものに限る ）及び通信運搬費(１) 。

（施設の維持管理に係るものに限る ）の支出に関し、支出負担行為を行うこと。。

１件の金額が、1,000万円未満の負担金（公有財産に係るものに限る ）の支出に(２) 。

関し、支出負担行為を行うこと。

１件の金額が、2,000万円未満の公有財産の取得（購入を除く 、管理及び処分に(３) 。）

係る経費（前渡資金を除く ）の支出に関し、支出負担行為を行うこと。。

前号に掲げるものを除き、１件の金額が2,000万円未満の道路標識の取得（物品の(４)

購入を除く 、管理及び処分に係る経費（前渡資金を除く ）の支出に関し、支出負。） 。

担行為を行うこと。

１件の金額が2,000万円未満の道路標示に係る経費の支出に関し、支出負担行為を(５)

行うこと。

前各号に掲げるもののほか、１件の金額が2,000万円未満の工事に係る委託及び施(６)

設の借上げに係る経費（前渡資金を除く ）の支出に関し､支出負担行為を行うこと。。

道路標識（公有財産に係るものを除く ）の取得（寄附に係るものを除く 、管理(７) 。 。）

及び処分並びに公有財産（交通安全施設に限る ）から編入した物品の取得、管理及。

び処分を行うこと。

前号に係る物品の出納の通知を行うこと。(８)

公有財産の管理（財務規則第14条第８号の公有財産の管理をいう。第６項第12号に(９)



おいて同じ ）を行うこと。。

公有財産の取得、管理及び処分に附帯する登記又は登録を行うこと。(10)

４ 北海道警察本部装備課長（以下「装備課長」という ）は、第１項の規定にかかわら。

ず、同項に規定する事務のうち、次に掲げる事項を専決することができる。

車両の維持に係る経費（通信運搬費、手数料及び公課費並びに１件の金額が2,000(１)

万円未満の消耗品費、修繕料及び保険料に限る。ただし、前渡資金を除く ）の支出。

に関し、支出負担行為を行うこと。ただし、運転免許費に係るものを除く。

１件の金額が2,000万円未満の車両用燃料費（前渡資金を除く ）の支出に関し、(２) 。

支出負担行為を行うこと。

車両の維持に係る消耗品及び車両用燃料の取得（寄附によるものを除く 、管理(３) 。）

及び処分を行うこと。

前号に係る物品の出納の通知を行うこと。(４)

５ 北海道警察本部警務課長（以下「警務課長」という ）は、第１項の規定にかかわら。

ず、同項に規定する事務のうち、給与その他の給付（財務規則第10条第２項の給与その

他の給付をいう ）の支出に関し、支出負担行為を行い、及び支出を命令することにつ。

いて専決することができる。

６ 方面本部会計課長は、前条第１項の方面本部長の事務について、次に掲げる事項を専

決することができる。

歳入を徴収すること。(１)

１件の金額が2,000万円未満の収入の原因となるべき契約（公有財産の処分に係る(２)

ものを除く ）を行うこと。。

給与その他の給付の支出に関し、支出負担行為を行うこと。(３)

光熱水費、通信運搬費、手数料、償還金（過誤納金及び道債に係るものに限る｡ 、(４) ）

、 、 、小切手支払未済償還金 利子割精算金 融通を受けた現金及び一時借入金に係る利子

還付加算金並びに公課費の支出に関し、支出負担行為を行うこと。

１件の金額が1,000万円未満の負担金、補助金及び交付金の支出に関し、支出負担(５)

行為を行うこと。

前３号に掲げるもののほか、１件の金額が2,000万円未満の経費（前渡資金、公有(６)

財産の購入に要する経費、交際費及び食糧費を除く ）の支出に関し、支出負担行為。

を行うこと。

資金前渡員に対する資金の交付に関し、支出負担行為（方面本部に置く資金前渡員(７)

に対する交際費及び食糧費に係るものを除く ）を行うこと。。

支出負担行為の行われた経費の支出を命令すること。(８)

物品の取得（寄附によるものを除く 、管理及び処分（これらの行為に附帯する(９) 。）

物品の登録、登記等の行為を含む ）を行うこと。。

物品及び占有動産の出納の通知を行うこと。(10)

歳入歳出外現金及び有価証券（公有財産に属するものを含む ）の出納の通知を行(11) 。

うこと。

公有財産の管理を行うこと。(12)

公有財産の取得、管理及び処分に附帯する登記又は登録を行うこと。(13)



債権を管理すること。(14)

７ 北海道警察学校会計課長（以下「警察学校会計課長」という ）及び警察署の副署長。

は、前条第３項の警察学校長又は警察署長の事務について、次に掲げる事項を専決する

ことができる。

次に掲げる経費の支出負担行為に相当する行為を行うこと。(１)

ア 給与その他の給付

イ 光熱水費及び通信運搬費（電信料及び後納郵便料に限る ）。

ウ ア及びイに掲げるもののほか １件の金額が10万円未満の経費 捜査用報償費 犯、 （ （

罪捜査等に要する経費で、特に緊急を要し、又は秘密を要するため、通常の手続を

経た場合には、警察業務上支障を来すこととなるものをいう。以下同じ 、交際。）

費及び食糧費に係るものを除く ）。

前号に掲げる支出負担行為に相当する行為の行われた経費の支払の確認を行うこ(２)

と。

１件の金額が10万円未満の収入の原因となるべき契約を行うこと。(３)

物品の出納の通知を行うこと。(４)

物品の取得（寄附、公有財産からの編入及び指定物品に係るものを除く 、管理(５) 。）

（寄託、亡失及び損傷に係るものを除く ）及び処分（貸付、交換及び譲与に係るも。

のを除く ）並びにこれらの行為に附帯する物品の登録、登記等を行うこと。。

その他総務部長において承認した事項(６)

８ 警察学校長及び警察署長は、警察本部長の承認を受け、前項の規定にかかわらず、同

項に規定する事項の一部を所管の部局の上席の会計職員に専決させることができる。

９ 前各項の規定による専決事項であっても、重要又は異例に属すると認められる事項に

ついては、これらの規定にかかわらず、上司の決裁を受けなければならない。

（代決）

第３条の２ 前２条に規定する事務を行う者が不在の場合において、特に必要があるとき

は、別表第１に掲げる区分により事務を代決することができる。

（資金前渡員）

第４条 警察本部、方面本部、警察学校及び警察署に資金前渡員を置き、警察本部長、方

面本部長、警察学校長及び警察署長は、別表第１の２に掲げる者をもってこれに任命す

るものとする。

２ 警察学校長及び警察署長は、財務規則第９条第５項の規定により、会計管理者又は出

納員に資金前渡員の任命又は異動について通知する場合は、会計課長（札幌方面以外の

方面の警察署長にあっては、方面本部会計課長）を経由しなければならない。

（給与取扱責任者）

第４条の２ 財務規則第10条の規定により、警察本部、方面本部、警察学校及び警察署に

給与取扱責任者を置き、警務課長が別に指定する者をもって充てる。

（会計員）

第５条 警察本部、方面本部、警察学校及び警察署に会計員を置き、警察本部長、方面本

部長、警察学校長及び警察署長は、別表第２に掲げる者をもってこれに任命するものと

する。



（収入取扱員）

第６条 警察本部、方面本部、警察学校及び警察署に収入取扱員を置き、警察本部長、方

面本部長、警察学校長及び警察署長は、別表第３に掲げる者をもってこれに任命するも

のとする。

（歳入歳出外現金等取扱員）

第６条の２ 警察本部及び方面本部に歳入歳出外現金等取扱員を置き、警察本部長及び方

面本部長は、別表第３の２に掲げる者をもってこれに任命するものとする。

（公有財産価格評定員）

第７条 警察本部及び方面本部に公有財産価格評定員を置き、警察本部長及び方面本部長

は、公有財産の事務に携わる者の中から２名以上の者をもってこれに任命するものとす

る。

第８条 削除

（物品管理主任）

第８条の２ 警察本部、方面本部、警察学校及び警察署に物品管理主任を置き、警察本部

長、方面本部長、警察学校長及び警察署長は、別表第４の３に掲げる者をもってこれに

任命するものとする。

（物品供用員）

第９条 警察本部及び方面本部の各課（室、隊、所その他課に準ずるものを含む。以下同

じ ）に物品供用員を置き、警察本部長又は方面本部長は、各課の次席又は次席に相当。

する職にある者をもってこれに任命するものとする。

２ 警察学校方面分校に物品供用員を置き、警察学校長は、管理班長の職にある者をもっ

てこれに任命するものとする。

（任命行為の省略等）

第10条 第４条及び第５条から前条までの規定による会計職員の任免については、別に辞

令を用いることなく、当該各条において当該会計職員に任命することとされている官職

に任免された際、別記第１号様式の分掌命令簿により任免するものとする。

２ 財務規則第11条の２第４項の規定による受任会計員である物品管理主任に対する物品

供用員の任免通知は、前条第１項において物品供用員に任命することとされている官職

の任免通知をもって、これに代えるものとする。

（任免等の専決）

第10条の２ 会計課長及び方面本部会計課長は、警察本部及び方面本部に係る第４条及び

第５条から第９条までの規定による会計職員の任免及び第40条の規定による監督員又は

検査員の任免並びに軽易な財務会計事務を専決することができる。

（事前協議等）

第11条 財務規則第16条の規定による北海道総務部長等に対する合議に関する事務は、総

務部長においてこれを総括するものとする。

２ 警察本部の部長（以下「各部長」という ）及び方面本部長は、財務規則第16条の規。

定により、北海道総務部長等に合議を行う必要が生じた場合は、速やかに総務部長に協

議しなければならない。

第２章 予算及び決算



第１節 予算の編成

（予算の編成方針）

第12条 総務部長は、毎会計年度、予算の編成に当たり、あらかじめ、警察本部長の定め

る予算の編成方針を各部長に通知しなければならない。

（予算編成資料）

第13条 各部長は、前条の通知を受けたときは、予算の編成方針に基づき、その所管に係

、 、 、 、る予算について 予算編成資料等を作成し 総務部長に対し その指定する期日までに

会計課長を経て提出しなければならない。

２ 各部長は、前項の規定により予算編成資料等を作成する場合において、方面本部長の

所管に属する重要又は特異な事項については、方面本部長の意見を聴かなければならな

い。

（予算要求案）

、 、第14条 会計課長は 前条第１項の規定により提出された予算編成資料等について調査し

必要な調整を行い、意見を付してこれを総務部長に提出しなければならない。

２ 総務部長は、各部長の意見を徴し、必要な調整を行い、速やかに予算要求案を作成し

て警察本部長の決定を受けなければならない。

３ 総務部長及び会計課長は、前２項の場合において必要があるときは、各部長及び警察

（ 、 。 。） 、本部の各課長 室長 隊長その他課長に準ずるものを含む 以下同じ の説明を求め

及び必要な資料の提出を求めることができる。

（予算概算書）

第15条 総務部長は、前条第２項に規定する警察本部長の決定に基づき、財務規則第20条

第１項に規定する予算概算書を作成しなければならない。

（予算査定の説明等）

、 、第16条 予算の査定に際し 財務規則第21条第３項の規定による説明を求められた場合は

北海道総務部長の求めに係る場合は総務部長、北海道財政課長の求めに係る場合は会計

、 。 、 、課長が 当該説明を総括するものとする この場合において 総務部長及び会計課長は

警察本部の関係職員を同行し、これに説明させることができる。

２ 予算の査定に際し、財務規則第21条第３項の規定による資料の提出を求められた場合

は、総務部長が当該事務を総括するものとする。ただし、内容軽微なものについては、

会計課長が総括することができる。

（予算の調製）

第17条 予算の査定の通知を受けた場合は、総務部長は、速やかに財務規則第22条第１項

に規定する予算の原案等を調製しなければならない。

（補正予算及び暫定予算）

第18条 前６条の規定は、補正予算及び暫定予算の編成手続について準用する。

第19条 削除

第２節 予算の執行



（予算の執行方針）

第20条 総務部長は、財務規則第21条第４項の規定による予算の査定の通知を受けた場合

は、速やかに当該年度の予算の適正かつ円滑な執行を図るため、予算の執行方針及び所

管の年間予算の内容を各部長に通知しなければならない。

（予算の執行計画）

第21条 各部長は、毎会計年度、前条の規定による通知に基づき、その所管に係る事業に

ついて、年間事業執行計画を作成し、速やかに総務部長に提出しなければならない。

２ 総務部長は、前項の規定により提出された各部の年間事業執行計画を取りまとめ、財

務規則第27条第１項の規定による歳入予算執行計画書及び年間事業執行計画書 以下 執（ 「

行計画書」と総称する ）を作成しなければならない。。

３ 総務部長は、執行計画書について、財務規則第27条第２項の規定による調整を受けた

場合は、関係の各部長に通知し、速やかに必要な調整を加えなければならない。

４ 前３項の規定は、補正予算が成立した場合及び各部の年間事業執行計画を変更する場

合（前項に規定する場合を除く ）について準用する。。

（執行予算の内示）

第22条 経常経費に係る予算については半期ごとに、臨時経費に係る予算についてはその

都度、これを内示するものとする。

、 、 、２ 各部長は 第20条の規定による通知に基づき 年間予算執行計画を作成するとともに

経常経費に係る予算については半期ごとに、臨時経費に係る予算についてはその都度、

予算の配分内容を明らかにしたものを総務部長に提出しなければならない。

３ 各部長は、警察本部の課長、方面本部長、警察学校長及び札幌方面警察署長の執行に

属する予算については、経常経費に係るものは半期ごとに、臨時経費に係るものは、そ

の都度、総務部長の承認を得て予算の内示をしなければならない。ただし、警察学校長

及び札幌方面警察署長の執行に属する予算の内示については、総務部長において各部の

関係予算を総括し、予算の内示を行うものとする。

４ 方面本部長は、前項の規定により予算の内示を受けた場合は、当該内示予算の経常経

費及び臨時経費を総括し、当該方面本部の課長及び当該方面の警察署長の執行に属する

予算については、経常経費に係るものは半期ごとに、臨時経費に係るものはその都度、

前項ただし書に準じた方法により内示しなければならない。

（歳出予算及び支払予算の配当）

第23条 総務部長は、年間事業執行計画に基づき、経常経費に係る場合にあっては半期ご

とに、その他の経費に係る場合にあっては１月ごとに歳出予算及び支払予算の配当を北

海道財政課長に申請しなければならない。

２ 総務部長は、配当を受けた歳出予算及び支払予算のうち、方面本部長の執行に属する

ものについては、財務規則第29条第３項又は第30条第３項の規定による歳出予算及び支



払予算配当書により配当しなければならない。

（歳出予算の流用）

第24条 各部長は、その主管又は執行に属する歳出予算に係る目及び節の金額を流用する

必要が生じた場合は、速やかに総務部長に報告しなければならない。

２ 総務部長は、前項の規定による報告を受けたときは、これを調整し、財務規則第34条

に規定する予算流用調書を作成するものとする。

（前渡資金の交付）

第25条 前渡資金は、第22条第３項及び第４項の規定により内示した予算の範囲内におい

て１箇月分の資金を交付し、臨時経費に係るものについては、その都度所要の資金を交

付するものとする。

（前渡資金の保管）

第26条 資金前渡員は、財務規則第121条第１項第４号に掲げる経費に係るものにあって

は、手元に保管することができる。

（予算の追加要求）

第27条 警察本部の課長、方面本部長、警察学校長及び警察署長は、その執行に属する予

算について不足が生じた場合又は新たに事業を執行する必要が生じた場合は、主管の各

部長を経て総務部長に予算要求を行うものとする。この場合において、方面本部の課長

及び札幌方面以外の方面の警察署長は、当該方面本部長を経由し、これを行うものとす

る。

２ 各部長は、前項の規定により予算要求を受けた予算について審査し、その主管に属す

る予算をもって充当することができる場合は、第22条第３項に規定する臨時経費に係る

予算の内示手続の例により当該予算を内示し、その他の場合は、意見を付してこれを総

務部長に提出しなければならない。ただし、その主管に属する予算をもって充当する場

合において、重要又は特異に属するものについては、警察本部長の承認を受けなければ

ならない。

３ 会計課長は、前項の規定により提出された予算要求について審査し、意見を附してこ

れを総務部長に提出しなければならない。

４ 総務部長は、前項の規定により提出された予算要求について審査し、その主管に属す

る予算をもって充当することができる場合は、第22条第３項に規定する臨時経費に係る

予算の内示手続の例により、当該予算を内示しなければならない。ただし、その主管に

属する予算をもって充当する場合において、重要又は特異に属するものについては、警

察本部長の承認を受けなければならない。

５ 方面本部長は、当該方面本部の課長及び当該方面の警察署長の提出に係る予算要求に

ついて審査し、その執行に属する予算をもって充当することができる場合は、第22条第

４項に規定する臨時経費に係る予算の内示手続の例により、当該予算を内示しなければ

ならない。

６ 第２項、第４項又は前項の規定により予算が内示された場合において、必要な歳出予

算及び支払予算の配当又は前渡資金の交付については、第23条第２項に規定する配当手

続又は第25条に規定する臨時経費に係る前渡資金の交付手続の例により行うものとす



る。

（予算の繰越し）

第28条 各部長及び方面本部長は、その主管又は執行に属する事業に関し、継続費若しく

は繰越明許費の繰越し又は事故繰越しの必要がある場合は、総務部長の指示するところ

により、総務部長に報告しなければならない。

２ 総務部長は、前項の規定による報告について審査し、予算の繰越しの必要がある場合

は、財務規則第37条、第39条又は第40条の規定による継続費逓次繰越調書等を作成し、

警察本部長の決裁を受けなければならない。

（予算経理帳簿）

第29条 各部長及び方面本部長が備え付ける帳簿は、別表第５のとおりとする。

第３節 決算

（主要な施策の成果の説明書）

第30条 各部長は、毎会計年度の終了後、総務部長の指示するところにより、その主管に

属する当該会計年度の主要な施策の成果を説明する書類を作成し、これを総務部長に提

出しなければならない。

２ 総務部長は、前項の規定により提出された書類に基づき、財務規則第141条の規定に

よる主要な施策の成果の説明書を作成しなければならない。

第31条 削除

第３章 収入及び支出

第１節 収入

（歳入調定資料）

第32条 警察学校長及び警察署長は、北海道の歳入となる収入がある場合は、速やかに歳

入の調定に必要な書類を作成し、これを会計課長（札幌方面以外の方面の警察署長にあ

っては、方面本部会計課長）に提出しなければならない。

（歳入納付報告書）

第33条 資金前渡員は、財務規則第132条第２項の規定により支払未済金を北海道の歳入に

納付した場合は、速やかに別記第10号様式の歳入納付報告書を作成し、これを会計課長

（方面本部及び札幌方面以外の方面の警察署の資金前渡員にあっては、方面本部会計課

長）に提出しなければならない。

２ 前項の規定は、次に掲げるものを北海道の歳入に納付した場合について準用する。

遺失物法（平成18年法律第73号）第37条の規定により道に帰属した期満後収入金及(１)

び物品の売払収入金

少年法（昭和23年法律第168号）第６条の５の規定により道に帰属した期満後収入(２)

金及び物品の売払収入金

道路交通法（昭和35年法律第105号）第51条の規定により道に帰属した期満後収入(３)

金及び車両又は車両の積載物の売払収入金

財務規則第239条の規定による物品売払収入金(４)

委託契約に基づく公衆電話通話料金(５)

庁舎における加入電話料金の私費負担分収入金(６)

延滞金(７)



健康保険法（大正11年法律第70号）に基づく日雇特例被保険者に関する保険料及び(８)

労働保険の保険料の徴収等に関する法律（昭和44年法律第84号）に基づく保険料であ

って債権者の給与等から控除したもの

その他所定の科目に属さない収入金(９)

３ 第１項の規定は、道路交通法第51条第15項及び第16項の規定により北海道の歳入とな

る違法駐車車両に係る負担金を北海道に納付した場合について準用する。この場合にお

いては、別に定める書面の提出をもって歳入納付報告書の提出があったものとみなす。

（歳入事務の私人委託）

第34条 方面本部長は、財務規則第75条の規定により歳入の徴収又は収納事務の私人委託

に関する承認申請を行う場合は、あらかじめ総務部長の承認を受けなければならない。

第２節 支出

（過年度支出）

第35条 方面本部長は、過年度支出の必要が生じた場合は、速やかに別記第11号様式の過

年度支出（払）発生報告書を作成し、これを総務部長に提出しなければならない。

２ 総務部長は、前項の規定による過年度支出の承認をしたときは、別記第12号様式の過

年度支出（払）承認書を交付するものとする。

（過年度支払）

第36条 資金前渡員は、過年度支払の必要が生じた場合は、別記第11号様式の過年度支出

（払）発生報告書を作成し、所属の課長、警察学校長又は警察署長の決裁を受け、これ

を会計課長（方面本部及び札幌方面以外の方面の警察署の資金前渡員にあっては、方面

本部会計課長）に提出しなければならない。

、 、２ 会計課長又は方面本部会計課長は 前項の規定による過年度支払の承認をしたときは

別記第12号様式の過年度支出（払）承認書を交付するものとする。

（過誤払金等の回収）

第37条 資金前渡員は、財務規則第131条第３項に規定する過誤払金等を回収できない場

合は、速やかに別記第14号様式の前渡資金回収依頼書を作成し、所属の課長、警察学校

長又は警察署長の決裁を受け、これを会計課長（方面本部及び札幌方面以外の方面の警

察署の資金前渡員にあっては、方面本部会計課長）に提出しなければならない。

（支出事務の私人委託）

第38条 方面本部長は、財務規則第138条の規定により、支出事務の私人委託に関する承

認申請を行う場合は、あらかじめ総務部長の承認を受けなければならない。

第４章 契約、物品及び債権

第１節 契約

第39条 削除

（契約の監督又は検査）

第40条 財務規則第176条第１項の規定による契約の監督又は検査については、警察本部

長、方面本部長、警察学校長及び警察署長は、別表第６に掲げる者をもって監督員又は

検査員に命じ、当該契約の監督又は検査を行わせなければならない。ただし、契約の監

督員又は検査員を命ぜられた職員に、当該契約の監督又は検査を行わせることが困難又

は不適当と認められる場合は、別表第６に掲げる職員以外の所属職員をもって監督員又



は検査員に命じ、当該契約の監督又は検査を行わせることができる。

２ 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、警察職員以外の者に契約の監督又は検査を

行わせる場合は、別記第15号様式の監督（検査）委託承認申請書を作成し、これを総務

部長（札幌方面以外の方面の警察署長にあっては、方面本部長を経由して総務部長）に

提出し、財務規則第183条第１項の規定による知事の承認に係る場合を除き、あらかじ

め総務部長の承認を受けなければならない。

３ 前項の申請に係る監督又は検査の委託に関する総務部長の承認は、別記第16号様式の

監督（検査）委託承認書により行うものとする。

第41条 削除

第２節 物品

（使用管理）

第42条 警察本部又は方面本部の各課長は、当該部署において供用又は保管中の物品の供

用その他の管理については、その目的に従って適正かつ効率的に行わせるようにしなけ

ればならない。

（使用者の使用及び保管）

第43条 物品使用者は、その使用する物品について、その使用目的に従って適正かつ効率

的に使用し、及び良好な状態で保管しなければならない。

（管理換）

第44条 警察本部長及び方面本部長は、取得後直ちに管理換をする物品（指定物品を除

く ）については、検査依頼書をもって管理換通知に代え、管理換の手続を省略するこ。

とができる。

第45条 削除

（物品の貸付け）

第46条 警察学校長及び警察署長は、財務規則第242条の規定により物品を貸し付ける場

合は、別記第18号様式の物品貸付承認申請書を作成し、これを総務部長（札幌方面以外

の方面の警察署長にあっては、方面本部長）に提出し、あらかじめその承認を受けなけ

ればならない。

（物品の寄託）

第47条 警察学校長及び警察署長は、財務規則第223条の規定により物品を寄託する場合

は、別記第19号様式の物品寄託承認申請書を作成し、これを総務部長（札幌方面以外の

方面の警察署長にあっては、方面本部長）に提出し、あらかじめその承認を受けなけれ

ばならない。

（物品の交換譲与）

第48条 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、財産の交換、譲与、無償貸付等に関す

る条例（昭和39年北海道条例第28号）及び財務規則第243条又は第245条の規定により物

、 （ ） 、品を交換又は譲与する場合は 別記第20号様式の物品交換 譲与 承認申請書を作成し

これを警察本部長（札幌方面以外の方面の警察署長にあっては、方面本部長を経由して

警察本部長）に提出し、あらかじめその承認を受けなければならない。

（物品の寄附）

第49条 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、財務規則第215条の規定により物品の



寄附を受ける場合は、別に定めるところにより、あらかじめ総務部長（札幌方面以外の

方面の警察署長にあっては、方面本部長を経由）の承認を受けなければならない。

第50条 削除

第51条 削除

第３節 債権

（債権の発生等に関する通知）

第52条 警察学校長及び警察署長は、北海道に帰属する債権が発生し又は北海道に帰属し

た場合は、財務規則第257条の規定による債権発生（帰属）通知書を作成し、これを会

計課長（札幌方面以外の方面の警察署長にあっては、方面本部会計課長）に提出しなけ

ればならない。

（特別措置の承認）

第53条 方面本部長は、財務規則第280条の規定により知事の措置を求める場合は、あら

かじめ総務部長の承認を受けなければならない。

（債権現在高報告書）

第53条の２ 方面本部長は、財務規則第282条第１項の規定により債権現在高報告書を提

出する場合は、総務部長を経由して行うものとする。

第５章 公有財産

第１節 通則

（所属財産）

第54条 次に掲げる公有財産は、警察本部に所属するものとする。

警察本部、警察学校及び札幌方面警察署の事務又は事業の用に供する公用財産(１)

警察本部、警察学校及び札幌方面警察署の職員の住居の用に供する第１種普通財産(２)

財務規則第203条の８の規定により知事に引き継ぐことを要しない第２種普通財産(３)

２ 次に掲げる公有財産は、方面本部に所属するものとする。

方面本部及び所属の方面警察署の事務又は事業の用に供する公用財産(１)

方面本部及び所属の方面警察署の職員の住居の用に供する第１種普通財産(２)

財務規則第203条の８の規定により知事に引き継ぐことを要しない第２種普通財産(３)

（部局長事務及び統括）

第55条 警察本部長及び方面本部長は、財務規則第205条、第205条の10、第205条の19及

び第208条の規定を準用して、部局長の事務を行うものとする。

２ 警察本部長は、警察の公有財産に関する事務を統括する。

第２節 公有財産の取得

（土地及び建物の購入）

第56条 警察学校長及び警察署長は、土地又は建物の購入を必要とする場合は、財務規則

第204条第１項各号に掲げる事項を記載した報告書を作成し、これを警察本部長（札幌

方面以外の方面の警察署長にあっては、当該方面本部長）に提出しなければならない。

この場合において、財務規則第204条第１項第７号中「予算額」とあるのは「所要額」

と読み替えるものとする。

２ 前項の報告書には、土地にあっては位置図、実測図及び登記事項証明書、建物にあっ

ては位置図、配置図、平面図及び登記事項証明書を添付しなければならない。



３ 方面本部長は、土地及び建物の購入を必要とする場合、又は前２項の規定により報告

書の提出があった場合は、あらかじめ警察本部長に協議しなければならない。

（土地又は建物の交換）

第57条 警察学校長及び警察署長は、土地又は建物の交換を必要とする場合は、財務規則

第204条第１項第２号から第６号までに掲げる事項及び第204条の３第１項各号に掲げる

事項を記載した報告書を作成し、これを警察本部長（札幌方面以外の方面の警察署長に

あっては、当該方面本部長）に提出しなければならない。この場合において、財務規則

第204条の３第１項第３号中「金額及び予算措置の状況」とあるのは「所要額」と読み

替えるものとする。

２ 前項の報告書には、土地にあっては位置図、実測図及び登記事項証明書、建物にあっ

ては 位置図、配置図、平面図及び登記事項証明書を添付しなければならない。

（土地又は建物の寄附）

第57条の２ 警察学校長及び警察署長は、土地又は建物の寄附の申込みを受けようとする

場合は、財務規則第204条第１項第２号から第６号までに掲げる事項及び第204条の５第

１項各号に掲げる事項を記載した報告書を作成し、これを警察本部長（札幌方面以外の

方面の警察署長にあっては、当該方面本部長）に提出しなければならない。

２ 前項の報告書には、土地にあっては位置図、実測図及び登記事項証明書、建物にあっ

ては 位置図、配置図、平面図及び登記事項証明書を添付しなければならない。

（建物の新築及び増築）

第57条の３ 警察学校長及び警察署長は、建物の新築又は増築の必要がある場合は、財務

規則第204条の７第１項各号に掲げる事項を記載した報告書を作成し、これを警察本部

長（札幌方面以外の方面の警察署長にあっては、当該方面本部長）に提出しなければな

らない。この場合において、財務規則第204条の７第１項第６号中「予算額」とあるの

は「所要額」と読み替えるものとする。

２ 前項の報告書には、設計書並びに位置図、配置図及び平面図を添付しなければならな

い。

３ 方面本部長は、建物の新築及び増築を必要とする場合、又は前２項の規定により報告

書の提出があった場合は、あらかじめ警察本部長に協議しなければならない。

（工作物等の取得）

第57条の４ 第56条から前条までの規定（第56条第３項及び第57条の３第３項の規定を除

く ）は、財務規則第204条の10に規定する工作物等の取得について準用する。。

（公有財産に属する権利の取得）

第57条の５ 警察本部の各課長、方面本部の各課長、警察学校長及び警察署長は、職員の

職務上の発明、著作等により発生した特許権、著作権その他無体財産権で北海道に帰属

するものがある場合は、警察本部長（方面本部の各課長及び札幌方面以外の方面の警察

署長にあっては、当該方面本部長を経由して警察本部長）に報告しなければならない。

（物品からの編入）

、 、第57条の６ 警察学校長及び警察署長は 物品から公有財産に編入する必要がある場合は

財務規則第204条の14に規定する編入決定通知書により警察本部長（札幌方面以外の方

面の警察署長にあっては、当該方面本部長）に通知しなければならない。



（取得前に採るべき措置）

第57条の７ 警察学校長及び警察署長は、購入、交換又は寄附により財産を取得する必要

がある場合において、当該財産に質権、抵当権、賃借権その他の所有権以外の権利又は

特殊な義務があるときは、第56条から第57条の２までに規定する報告書にその旨を記載

し、警察本部長（札幌方面以外の方面の警察署長にあっては、当該方面本部長）に通知

しなければならない。

第３節 公有財産の管理

（使用管理者の管理）

、 、 （ 「 」第57条の８ 施設課長 方面本部会計課長 警察学校長及び警察署長 以下 使用管理者

という ）は、警察本部、方面本部、警察学校及び警察署並びにその職員の使用に係る。

公有財産（以下「使用財産」という ）について、その現況を調査し、常にこれを良好。

な状態において維持し、及び保存しなければならない。

２ 使用管理者は、前項の規定による調査において、使用財産に異状を発見し、又は適正

な管理のための措置を講ずる必要がある場合は、別記第27号様式の使用財産現状調査報

告書を作成し、これを警察本部長（札幌方面以外の方面の使用管理者にあっては、当該

方面本部長）に提出しなければならない。

３ 使用管理者は、使用財産である土地と隣地との境界を常に明らかにしておかなければ

ならない。

（使用責任者の管理）

第57条の９ 警察本部又は方面本部の各課長、警察学校会計課長、警察署の副署長並びに

交番、警備派出所、分駐所及び駐在所の勤務者（以下「使用責任者」という ）は、当。

該部署等の使用財産について、その現況を調査し、常にこれを良好な状態において維持

し、及び保存しなければならない。

２ 前項の調査において、使用財産に異状を発見し、又は適正な管理のための措置を講ず

る必要がある場合は、その概要を使用管理者に報告しなければならない。

（居住禁止施設における居住申請）

第57条の10 使用管理者は、居住施設以外の公有財産に職員を居住させる必要が生じた場

合は、別記第28号様式の警察施設居住許可申請書を作成し、これを警察本部長（札幌方

面以外の方面の使用管理者にあっては、当該方面本部長を経由して警察本部長）に提出

しなければならない。

（建物の移築又は改築）

第57条の11 使用管理者（施設課長及び方面本部会計課長を除く。以下この項、第57条の

13第１項、第57条の18、第57条の19及び第57条の20において同じ ）は、建物の移築又。

は改築を必要とする場合は、財務規則第205条の６第１項各号に掲げる事項を記載した

報告書を作成し、これを警察本部長（札幌方面以外の方面の使用管理者にあっては、当

該方面本部長）に提出しなければならない。この場合において、財務規則第205条の６

第１項第７号中「予算額」とあるのは「所要額」と読み替えるものとする。

２ 前項の報告書には、設計書並びに位置図、配置図及び平面図を添付しなければならな

い。ただし、移築又は改築を必要とする建物が事務所建及び住宅建以外のものである場

合にあっては、設計書の添付を省略することができるものとする。



３ 方面本部長は、建物の移築及び改築を必要とする場合、又は前２項の規定により報告

書の提出があった場合は、あらかじめ警察本部長に協議しなければならない。

（工作物の移設又は改設等）

第57条の12 前条第１項及び第２項の規定は、工作物の移設又は改設及び次に掲げるもの

の改造、移設又は改設について準用する。

船舶、浮標、浮桟橋及び浮ドック並びに航空機(１)

前号に掲げる動産の従物(２)

不動産の従物(３)

（用途廃止）

第57条の13 使用管理者は、使用財産の用途を廃止する必要がある場合は､財務規則第205

条の14第１項各号に掲げる事項を記載した報告書を作成し、これを警察本部長（札幌方

面以外の方面の使用管理者にあっては、当該方面本部長）に提出しなければならない。

２ 方面本部長は、公有財産の用途を廃止しようとする場合、又は前項の規定により報告

書の提出があった場合は、あらかじめ警察本部長に協議しなければならない。ただし、

財務規則運用方針第205条の14（用途廃止）関係第１項の１に規定する知事の定める軽

易なものについては、この限りでない。

（行政財産の使用の許可）

第57条の14 使用管理者は、その管理に係る行政財産について、北海道以外の者から使用

の許可の申請を受けた場合は、財務規則第205条の17第２項各号（第６号を除く ）に。

掲げる事項を記載した申請書に関係書類及び図面を添えて、警察本部長（札幌方面以外

の方面の使用管理者にあっては、当該方面本部長を経由して警察本部長）に提出し、そ

の承認を受けなければならない。

２ 警察本部長及び方面本部長は、行政財産の使用の許可を決定した場合は、別記第29号

様式により、当該使用管理者に通知しなければならない。

（第１種普通財産の目的外の使用）

第57条の15 前条の規定は、第１種普通財産を北海道以外の者に目的外の使用をさせる場

合について準用する。

（行政財産である土地の貸付け等）

第57条の16 使用管理者は、その管理に係る行政財産である土地について、北海道以外の

者から貸し付け、又はこれに対し地上権を設定する申出を受けた場合は､財務規則第205

条の21第１項各号（第６号を除く ）に掲げる事項を記載した報告書に位置図及び実測。

図（貸し付け、又は地上権を設定しようとする部分を明示したもの）を添えて、警察本

部長（札幌方面以外の方面の使用管理者にあっては、当該方面本部長）に提出しなけれ

ばならない。

（公有財産の災害報告）

第57条の17 使用管理者は、使用財産について、天災その他の事故によりこれを滅失し、

又は損傷した場合は、財務規則第205条の28第１項各号に掲げる事項を記載した報告書

を作成し、直ちに警察本部長（札幌方面以外の方面の使用管理者にあっては、当該方面

本部長）に報告しなければならない。

２ 前項の場合において、使用財産の保全又は復旧のため特に緊急を要するときは、その



概要を電話又は電信により警察本部長（札幌方面以外の方面の使用管理者にあっては、

当該方面本部長）に速報しなければならない。

３ 使用責任者は、使用財産について、天災その他の事故によりこれを滅失し、又は損傷

した場合は、第１項の規定を準用して当該使用管理者に報告しなければならない。

（土地区画整理法等による公有財産の異動の処置）

第57条の18 使用管理者は、土地区画整理法（昭和29年法律第119号）その他の法令の規

定により、使用財産を異動する必要がある場合は、財務規則第205条の29各号に掲げる

事項を記載した報告書を作成し、これを警察本部長（札幌方面以外の方面の使用管理者

にあっては、当該方面本部長）に提出しなければならない。この場合において、財務規

則第205条の29第４号中「部長等、部局長又は地方部局長」とあるのは「使用管理者」

と読み替えるものとする。

（都市計画法等により公有財産の受ける公用制限に関する報告）

第57条の19 使用管理者は、都市計画法（昭和43年法律第100号）その他の法令の規定に

より、使用財産が公用制限を受けることとなった場合は、前条の規定に準じ、その旨を

警察本部長（札幌方面以外の方面の使用管理者にあっては、当該方面本部長）に報告し

なければならない。

（公有財産の異動の報告）

第57条の20 使用管理者は、使用財産について、増減又は異動を生じた場合は、速やかに

別記第30号様式の使用財産増減異動報告書に契約書、決定書その他の異動の事実を証す

る書面の写しを添えて、警察本部長（札幌方面以外の方面の使用管理者にあっては、当

該方面本部長）に報告しなければならない。

第４節 公有財産の処分

（物品への編入）

第57条の21 警察学校長及び警察署長は、その管理に係る財産の取壊し等により生じた物

件を物品に編入する必要がある場合は、その旨を警察本部長（札幌方面以外の方面の警

察署長にあっては、当該方面本部長）に報告しなければならない。

第５節 雑則

（備付帳簿等）

第57条の22 警察本部長、方面本部長、警察学校長及び警察署長は、次に定めるところに

より、帳簿等を備え、必要な事項を記載しておかなければならない。

警察本部長 警察本部所属財産に係る公有財産台帳（共済組合資金財産台帳を含(１)

む 、公有財産使用許可簿、公有財産貸付簿及び借受物件台帳。）

方面本部長 方面本部所属財産に係る公有財産台帳（共済組合資金財産台帳を含(２)

む 、公有財産使用許可簿、公有財産貸付簿及び借受物件台帳。）

警察学校長及び警察署長 警察学校及び警察署の使用に係る公有財産台帳の副本(３)

（共済組合資金財産台帳の副本を含む 、行政財産使用許可書の写し及び借受物件。）

台帳の副本

（借受物件の取扱い）

第57条の23 警察学校長及び警察署長は 所掌する事務のため借り受けようとする物件 公、 （

有財産に相当するものに限る。以下「借受予定物件」という ）がある場合は、別記第。



31号様式の財産借受承認申請書を作成し、これを警察本部長（札幌方面以外の方面の警

察署長にあっては、当該方面本部長）に提出しなければならない。

２ 方面本部長は、借受予定物件がある場合又は前項の規定による申請を承認しようとす

る場合は、あらかじめ警察本部長に協議しなければならない。

３ 警察学校長及び警察署長は、借り受けた物件の契約の内容を変更する場合、又は契約

を解除しようとする場合は、別記第32号様式の財産借受契約変更（解除）承認申請書を

作成し、これを警察本部長（札幌方面以外の方面の警察署長にあっては、当該方面本部

長）に提出しなければならない。

第６章 補則

第１節 検査

（会計検査の報告）

第58条 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、財務規則第348条第１項に規定する検

査を受けた場合は、その結果を総務部長（札幌方面以外の方面の警察署長にあっては、

当該方面本部長）に報告しなければならない。

２ 方面本部長は、前項の規定による報告を受けた場合は、当該報告を受けた事項につい

て総務部長に報告しなければならない。

３ 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、第１項に規定する検査の結果の通知を受け

た場合は、当該通知の写しを総務部長（札幌方面以外の方面の警察署長にあっては、当

該通知の写し２部を当該方面本部長）に提出しなければならない。

４ 方面本部長は、前項の規定による通知の写しの提出を受けた場合は、当該通知の写し

１部を総務部長に提出しなければならない。

（現金等取扱検査）

第59条 財務規則第354条第１項の規定による現金又は有価証券の取扱検査については、

会計課長、方面本部会計課長、警察学校長及び警察署長は、別表第７に定めるところに

より同表に掲げる者のうちから検査員を命じ当該検査を行わせなければならない。

２ 財務規則第354条第２項の規定による現金又は有価証券の取扱検査の立会いについて

は、会計課長、方面本部会計課長、警察学校長及び警察署長は、別表第８に定めるとこ

ろにより同表に掲げる者のうちから立会い職員を命じ、当該検査の立会いをさせなけれ

ばならない。

第60条 削除

第２節 その他

（寄附金の取扱い）

第61条 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、寄附金を受けてはならない。

２ 寄附金の取扱いに関し必要な事項は別に定める。

（計算書等の提出）

第62条 財務規則第323条に規定する前渡資金出納計算書は、翌月20日（警察学校及び警

察署にあっては、翌月末日）までに所管する警察本部又は方面本部の会計課に提出しな

ければならない。

（出納員等の事務引継ぎ）

第63条 財務規則第340条、第341条及び第342条の規定による収入取扱員等、資金前渡員



及び物品管理主任等の事務引継ぎの代行については、方面本部長、警察学校長（分校長

を含む ）及び警察署長並びに総務部長及び警察本部又は方面本部の各課長は、別表第。

10に定めるところにより同表に掲げる者のうちから出納員等の事務引継ぎの代行職員を

命じ、当該事務引継ぎの代行をさせなければならない。

第64条 削除

（特別の帳簿様式）

第65条 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、財務規則第367条の規定により特別の

様式の帳簿等を用いる場合は、あらかじめ総務部長（札幌方面以外の方面の警察署長に

あっては、方面本部長を経由して総務部長）の承認を受けなければならない。

（現金等の事故報告）

第66条 職員は、その保管に係る現金、有価証券若しくは物品、その使用に係る物品又は

貸付若しくは供与中の物品について亡失又は損傷があったときは、直ちに、その旨を所

属の長に報告しなければならない。この場合において、当該報告を受けた所属の長は、

その事実を確認の上、総務部長に（札幌方面以外の方面の所属の長にあっては、当該方

面本部長を経由して総務部長に）速報しなければならない。

２ 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、前項の速報を行った後、財務規則第346条

に規定する事故報告書を作成の上、速やかに警察本部長に（札幌方面以外の方面の警察

署長にあっては、当該方面本部長を経由して警察本部長に）提出しなければならない。

３ 前項の規定は、警察本部又は方面本部の各課長が、警察本部長又は方面本部長に報告

する場合について準用する。

（賠償事案の発生報告）

第67条 方面本部長、警察学校長及び警察署長は、所属の職員について地方自治法第243

条の２の２第１項に規定する損害賠償事案が発生した場合は、速やかに別記第22号様式

の賠償事案発生報告書を作成し、これを警察本部長（札幌方面以外の警察署長にあって

は、方面本部長を経由して警察本部長）に提出しなければならない。

２ 前項の規定は、警察本部又は方面本部の各課長が、前項に規定する事案に関し警察本

部長又は方面本部長に報告する場合について準用する。

（経由規定）

第68条 財務規則の規定に基づき、知事その他の北海道の機関に対して行う財務会計事務

については、前条までに規定する場合を除き、総務部長を経由して行うものとする。

附 則

１ この訓令は、昭和39年４月１日から適用する。

２ この訓令を定めるまでの間において処理した事務については、この訓令の定めるとこ

ろにより処理したものとみなす。

附 則

この訓令は、昭和42年４月12日から施行し、昭和42年４月１日から適用する。

附 則

この訓令は、昭和44年４月１日から施行する。

附 則

１ この訓令は、昭和44年６月２日から施行し、昭和44年４月１日から適用する。



ただし、昭和43年度の出納事務にかかる閉鎖期日までの事務の処理は、なお従前の例

による。

附 則

１ この訓令は、昭和45年７月15日から施行し、昭和45年４月１日から適用する。

附 則

１ この訓令は、昭和48年１月24日から施行し、昭和47年４月１日から適用する。

２ 北海道警察公有財産事務取扱規程（昭和40年北海道警察本部訓令甲第７号）は、廃止

する。

３ この訓令を定めるまでの間において処理した事務については、この訓令の定めるとこ

ろにより処理したものとみなす。

附 則

この訓令は、昭和49年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和50年５月24日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和51年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和52年６月21日から施行し、昭和52年４月１日から適用する。

附 則

この訓令は、昭和52年８月１日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和53年８月14日から施行し、昭和53年４月１日から適用する。

附 則

この訓令は、昭和55年６月１日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和59年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和60年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和60年７月25日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和62年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、昭和62年９月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成元年５月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成４年４月１日から施行する。

附 則

１ この訓令は、平成６年４月１日から施行する。



２ この訓令の施行の際現にこの訓令による改正前の北海道警察財務会計事務取扱規程に

基づいて作成されている用紙がある場合においては、この訓令による改正後の北海道警

察財務会計事務取扱規程にかかわらず、当分の間使用することができる。

附 則

この訓令は、平成７年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成８年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成11年５月３１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成12年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成13年４月１日から施行する。

附 則

１ この訓令は、平成14年４月１日から施行する。

２ この訓令の施行の際に現に改正前の北海道警察財務会計事務取扱規程の規定により調

製された様式用紙に残部のある場合は、当分の間これを使用することができる。

附 則

１ この訓令は、平成15年４月１日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に改正前の北海道警察財務会計事務取扱規程の規定により調製

された様式用紙に残部のある場合は、当分の間これを使用することができる。

附 則

１ この訓令は、平成16年４月１日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に改正前の北海道警察財務会計事務取扱規程の規定により調製

された様式用紙に残部のある場合は、当分の間これを使用することができる。

附 則

１ この訓令は、平成16年11月１日から施行する。

２ この訓令の施行の際現に改正前の北海道警察財務会計事務取扱規程の規定により調製

された様式用紙に残部のある場合は、当分の間これを使用することができる。

附 則

この訓令は、平成17年４月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成18年５月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成18年10月１日から施行する。

附 則

この訓令は、平成19年４月１日から施行する。

附 則（平成19年警察本部訓令第26号）

この訓令は、平成19年12月10日から施行する。

附 則（平成22年警察本部訓令第９号）



この訓令は、平成22年４月１日から施行する。

附 則（平成24年警察本部訓令第11号）

この訓令は、平成24年４月１日から施行する。

附 則（平成25年警察本部訓令第５号）

この訓令は、平成25年４月１日から施行する。

附 則（平成27年警察本部訓令第11号）

この訓令は、平成27年４月１日から施行する。

附 則（平成28年警察本部訓令第10号）

この訓令は、平成28年４月１日から施行する。

附 則（平成30年警察本部訓令第８号）

この訓令は、平成30年４月１日から施行する。

附 則（平成30年警察本部訓令第13号）

１ この訓令は、平成30年11月12日から施行する。

２ この訓令の施行の際現にこの訓令による改正前の北海道警察財務会計事務取扱規程の

規定により調製された様式用紙に残部のある場合は、当分の間これを使用することがで

きる。

附 則（平成31年警察本部訓令第４号）

この訓令は、平成31年４月１日から施行する。

附 則（令和３年警察本部訓令第８号）

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。

附 則（令和４年警察本部訓令第12号）

この訓令は、令和４年４月１日から施行する。

附 則（令和５年警察本部訓令第４号）

この訓令は、令和５年３月１日から施行する。



別表第１（第３条の２関係）
不 在 代 決 者 指 定 表

部局別 決裁権者又は専決者 代決者に指定する職員

警察本部 警察本部長 総務部長

総務部長 会計課長

会計課長 総務部管理官（会計）

施設課長 施設課次席

装備課長 装備課次席

警務課長 警務部理事官

警察学校 警察学校長 庶務部長

会計課長 会計課次席

方面本部 方面本部長 会計課長

会計課長 会計課次席

警 察 署 警察署長 副署長

会計課長（会計官の置かれている警察署は会計官、
副署長

会計課長の置かれていない警察署は会計係長）



別表第１の２（第４条関係）
資 金 前 渡 員 指 定 表

部局別 資金前渡員に指定する官職 取扱う前渡資金の種別

警察本部 総務部管理官(会計) 警察本部に交付する前渡資金（財務規
則第84条第１号に定める経費(以下 庁「
中常用の経費」という ）に限る ）。 。

捜査用報償費を取り扱う課（隊 左欄に定める課に交付する前渡資金
を含む。以下同じ。）の次席 （捜査用報償費に限る ）。
（次席の職務を行う者を含む。
以下同じ ）。

課長補佐(これに相当する者を 警察本部に交付する前渡資金（財務規
含む。)以上の職員（警察本部 則第84条第４号に定める供託金に限
長 が 必 要 と 認 め た 場 合 に 限 る ）。
る。)

警察学校 会計課長 警察学校に交付する前渡資金（庁中常
用の経費に限る ）。

方面本部 会計課次席 方面本部に交付する前渡資金（庁中常
用の経費に限る ）。

捜査用報償費を取り扱う課の次 左欄に定める課に交付する前渡資金
席 （捜査用報償費に限る ）。

警 察 署 会計課長（会計課長の置かれて 警察署に交付する前渡資金（庁中常用
いない警察署は会計係長） の経費に限る ）。

副署長及び警察本部長が指定す 警察署に交付する前渡資金（捜査用報
る職にある者 償費に限る ）。



別表第２（第５条関係）
会 計 員 指 定 表

部 局 名 会 計 員 に 指 定 す る 職 員

総 務 課 情報公開・文書係の職員

会計課長、総務部管理官（会計）、総務部参事（出納・調
会 計 課

度）並びに物品調達・管理室、庶務係及び出納係の職員

警察本部 施 設 課 施設課長、次席及び安全施設係の職員

装 備 課 装備課長、次席及び車両係の職員

交通指導課 指導取締係及び滞納処分の事務を担当する課長補佐以下の職員

その他の課 分庁舎に勤務する庶務を担当する職員

警 察 学 校 会計課長、会計課の次席及び出納・調度係の職員

会 計 課 会計課長、次席及び出納・調度・管財係の職員

方面本部 交 通 課 企画・指導係の職員

その他の課 分庁舎に勤務する庶務を担当する職員

副署長、会計事務を担当する職員その他警察署長が必要と
警 察 署

認める職員



別表第３（第６条関係）
収 入 取 扱 員 指 定 表

部 局 別 収 入 取 扱 員 に 指 定 す る 職 員

総務課情報公開・文書係長、会計課出納係長、交通指導課の指導
警 察 本 部 取締係長及び滞納処分の事務を担当する課長補佐以下の職員並び

に分庁舎に勤務する庶務を担当する係の上席の職員

警 察 学 校 会計課出納係長

会計課出納係長、交通課企画・指導係長及び分庁舎に勤務する庶
方 面 本 部

務を担当する係の上席の職員

警 察 署 会計係長（会計係長の置かれていない警察署は会計係主任）

別表第３の２（第６条の２関係）
歳 入 歳 出 外 現 金 等 取 扱 員 指 定 表

部 局 別 歳入歳出外現金等取扱員に指定する職員

警 察 本 部 会計課出納担当課長補佐

方 面 本 部 会計課出納担当課長補佐

別表第４ 削除

別表第４の２ 削除



別表第４の３（第８条の２関係）
物 品 管 理 主 任 指 定 表

部 局 別 物品管理主任に指定する職員 担 任 区 分

車両の維持に係る消耗品（運転免
許 費 に よ り 取 得 し た も の を 除

会計課物品調達・管理室長
く。）及び車両用燃料を除く全て
の物品

警察本部

車両の維持に係る消耗品（運転免
装備課次席 許 費 に よ り 取 得 し た も の を 除

く ）及び車両用燃料に限る。。

方面本部 会計課次席

警察学校 会計課次席

副署長（会計官の置かれてい
警 察 署

る警察署は会計官）

別表第５（第29条関係）
備 付 帳 簿 名

総務部長 各部長 方面本部長
帳 簿 名 様 式

（会計課） （主管課） （会計課）

事項別予算内示簿 別記第23号様式 ○

別記第24号様式 ○ ○地 方 部 局 別 予 算 差 引 簿

科目別予算差引簿 別記第25号様式 ○

内 示 予 算 差 引 簿 別記第26号様式 ○



別表第６（第40条関係）
契 約 の 監 督 員 又 は 検 査 員 指 定 表

部局別 監督又は検査を行う職員 取り扱う事務の範囲

会計課長及び総務部管理官 監督又は検査を必要とするすべての事項
（会計） について、監督又は検査業務のうちいず
施設課長及び施設課の次席 れか一つの業務
装備課長及び装備課の次席

当該監督又は検査を必要と
監督又は検査を必要とするすべての事項

警察本部 する事項の契約を担当した
について、監督又は検査業務のうちいず

係の会計課職員、施設課職
れか一つの業務

員及び装備課職員

航空隊の職員 航空機に関する事務の取扱い

交通規制課の安全施設事務
安全施設に関する事務の取扱い

担当職員

監督又は検査を必要とするすべての事項
会計課長及び会計課の次席 について、監督又は検査業務のうちいず

れか一つの業務

警察学校 当該監督又は検査を必要と 監督又は検査を必要とするすべての事項
する事項の契約を担当した について、監督又は検査業務のうちいず
係の会計職員 れか一つの業務

庶務課車両事務担当職員 車両に関する事務の取扱い

監督又は検査を必要とするすべての事項
会計課長及び会計課の次席 について、監督又は検査業務のうちいず

れか一つの業務

当該監督又は検査を必要と 監督又は検査を必要とするすべての事項
する事項の契約を担当した について、監督又は検査業務のうちいず

方面本部
係の会計職員 れか一つの業務

警務課車両事務担当職員 車両に関する事務の取扱い

交通課安全施設事務担当
安全施設に関する事務の取扱い

職員

監督又は検査を必要とするすべての事項
副署長 について、監督又は検査業務のうちいず

れか一つの業務

監督又は検査を必要とするすべての事項
会計事務担当職員 について、監督又は検査業務のうちいず

警 察 署
れか一つの業務

車両、舟艇事務担当職員 車両、舟艇に関する事務の取扱い

交通課（係）安全施設事務
安全施設に関する事務の取扱い

担当職員



別表第７（第59条関係）
現 金 等 取 扱 検 査 員 指 定 表

部 局 別 検査を受ける職員 検査を行う職員 検査を命ずる職員

会計課の監査を担当す
る係長以上の職員又は

収 入 取 扱 員 分庁舎に勤務する庶務
を担当する職員以外の
係長以上の職員

歳入歳出外現金等取扱員
警 察 本 部 会計課の監査を担当す 会 計 課 長

庁中常用の経費を取り扱 る係長以上の職員
う資金前渡員

会計課の監査を担当す
捜査用報償費を取り扱う る係長以上の職員又は
資金前渡員 分庁舎に勤務する庶務

を担当する上席の職員

収 入 取 扱 員
警 察 学 校 会計課調度係長 警 察 学 校 長

資 金 前 渡 員

会計課の監査を担当す
る係長以上の職員又は

収 入 取 扱 員 分庁舎に勤務する庶務
を担当する職員以外の
係長以上の職員

歳入歳出外現金等取扱員
方 面 本 部 会計課の監査を担当す 会 計 課 長

庁中常用の経費を取り扱 る係長以上の職員
う資金前渡員

会計課の監査を担当す
捜査用報償費を取り扱う る係長以上の職員又は
資金前渡員 分庁舎に勤務する庶務

を担当する上席の職員

上席の警務課職員（警
収 入 取 扱 員

務課長兼務の副署長を
除く｡ ）

庁中常用の経費を取り扱
警 察 署 う資金前渡員 警 察 署 長

上席の会計職員
捜査用報償費を取り扱う
資金前渡員



別表第８（第59条関係）
現 金 等 検 査 立 会 い 職 員 指 定 表

部局別 検査を受ける職員 立会いする職員 立会いを命ずる職員

総務課情報公開・文書係
の係長以下の職員（収入
取扱員を除く。）、会計
課出納係の主任以下の職
員、交通指導課の指導取
締担当課長補佐、指導取

収入取扱員 締係の係長以下の職員
（収入取扱員を除く。）
又は違法駐車対策第一係
若しくは第二係の職員及

警察本部 び分庁舎に勤務する庶務 会計課長
を担当する職員（収入取
扱員を除く ）。

歳入歳出外現金等取扱員 会計課出納係長

庁中常用の経費を取り扱
会計課出納担当課長補佐

う資金前渡員

捜査用報償費を取り扱う 捜査用報償費を取り扱う
資金前渡員 課の課長

会計課出納係の主任以下
収入取扱員

の職員
警察学校 警察学校長

資金前渡員 会計課次席

会計課出納係の主任以下
の職員、交通課企画・指
導担当課長補佐及び分庁

収入取扱員
舎に勤務する庶務を担当
する職員（収入取扱員を
除く ）。

方面本部 会計課長
歳入歳出外現金等取扱員 会計課出納係長

庁中常用の経費を取り扱
会計課出納担当課長補佐

う資金前渡員

捜査用報償費を取り扱う 捜査用報償費を取り扱う
資金前渡員 課の課長

会計課（会計係）の主任
収入取扱員

以下の職員

庁中常用の経費を取り扱 上席の会計職員（資金前
警 察 署 警察署長

う資金前渡員 渡員を除く ）。

捜査用報償費を取り扱う
警察署長

資金前渡員



別表第９ 削除

別表第10（第63条関係）
事 務 引 継 代 行 職 員 指 定 表

事務引継を代行される 事 務 引 継 の 代
部 局 別 事務引継を代行する職員

職員 行を命じる職員

総務課情報公開・文書係
の係長以下の職員（収入
取扱員を除く。）、会計
課出納係の主任以下の職
員、交通指導課の指導取
締担当課長補佐、指導取

収入取扱員 締係の係長以下の職員
（収入取扱員を除く。）
又は違法駐車対策第一係
若しくは第二係の職員及
び分庁舎に勤務する庶務 会計課長
を担当する職員（収入取
扱員を除く ）。

警察本部
歳入歳出外現金等取扱員 会計課出納係長

庁中常用の経費を取り扱
会計課出納担当課長補佐

う資金前渡員

捜査用報償費を取り扱う 捜査用報償費を取り扱う
資金前渡員 課の課長

会計課調度担当課長補佐
物品管理主任 総務部長

装備課車両担当課長補佐

物品供用員を補佐する上
物品供用員 各課長

席の職員

会計課出納係の主任以下
収入取扱員

の職員

警察学校長
資金前渡員 会計課次席

警察学校

物品管理主任 会計課調度係長

物品供用員 教務班長 分校長

会計課出納係の主任以下
の職員、交通課企画・指
導担当課長補佐及び分庁

収入取扱員
舎に勤務する庶務を担当
する職員（収入取扱員を
除く ）。

会計課長
歳入歳出外現金等取扱員 会計課出納係長

方面本部 庁中常用の経費を取り扱
会計課出納担当課長補佐

う資金前渡員

捜査用報償費を取り扱う 捜査用報償費を取り扱う
資金前渡員 課の課長



物品管理主任 会計課調度担当課長補佐 方面本部長

物品供用員を補佐する上
物品供用員 各課長

席の職員

会計課（会計係）の主任
収入取扱員

以下の職員

庁中常用の経費を取り扱
上席の会計職員

う資金前渡員
警 察 署 警察署長

捜査用報償費を取り扱う
警察署長

資金前渡員

物品管理主任 上席の会計職員



別記第１号様式（第10条関係）

分 掌 命 令 簿

部 局 発 令 解 任
階級又

（地方
氏 名

部局） 部局（地方
年月日 事 項 は職名 年月日

長 印 部局）長印

12 00 010 会計分掌命令簿 長期

注 規格は、Ａ列４番横長とする。

別記第２号から第９号様式 削除



別記第10号様式（第33条関係）

歳 入 納 付 報 告 書

年 月 日

警察本部長
殿

方面本部長

部 局 名

警 察 署 長

資 金 前 渡 員

収 入 取 扱 員

歳入歳出外現金等取扱員

下記のとおり歳入に納付したので報告します。

金 額 円

１ 財務規則第132条第２項の規定による支払未済金

２ 遺失物法第37条の規定により道に帰属した期満後収入金

３ 遺失物法第37条の規定により道に帰属した物品の売払収入金

４ 少年法第６条の５の規定により道に帰属した期満後収入金

５ 少年法第６条の５の規定により道に帰属した物品の売払収入金

６ 道路交通法第51条の規定により道に帰属した期満後収入金

７ 道路交通法第51条の規定により道に帰属した車両又は車両の積
納付金の内訳

載物の売払収入金

８ 財務規則第239条の規定による物品売払収入金

９ 委託契約に基づく公衆電話通話料金

10 庁舎における加入電話料金の私費負担分収入金

11 延滞金（ ）

12 健康保険法等に基づく給与等から控除した保険料

13 その他（ ）

銀行
納 付 場 所 本（支）店

信用金庫

納 付 月 日 年 月 日

整 理 番 号

摘 要

12 30 020 道費収入関係 ５年

注１ 該当する項目を○で囲むこと。

２ 摘要欄には、納付金の具体的内容を記入すること。

３ この報告書は、１件ごとに別葉として作成すること。

４ 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第11号様式（第35条、第36条関係）

過年度支出（払）発生報告書

第 号

年 月 日

警察本部（方面本部）長 殿

警 察 学 校 長

方面本部長

警 察 署 長

次のとおり過年度支出（払）の必要が生じたので報告します。

区 分

科 目

金 額

支出（払）部局名

又 は 支 払 先

理 由

12 10 010 道費予算関係 ５年

注１ 不要の文字を抹消して使用すること。

２ 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記第12号様式（第35条、第36条関係）

過年度支出（払）承認書

第 号

年 月 日

警 察 学 校 長

方面本部長 殿

警察署長

警察本部（方面本部）長
年 月 日付け 第 号をもって報告のあった過年度

支出（払）については、承認する。

12 10 010 道費予算関係 ５年

注１ 不要の文字を抹消して使用すること。

２ 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記第13号様式 削除



別記第14号様式（第37条関係）

前 渡 資 金 回 収 依 頼 書

第 号

年 月 日

警察本部（方面本部）会計課長 殿

警察本部（方面本部）

警 察 学 校

警 察 署

資金前渡員 氏 名

下記による金額の回収手続方依頼します。

金 額

住 所

返戻人

氏 名

支 払 月 日 年 月 日

（款） （項） （目）

科 目

（事業） （節） （細節）

経 費 名

過誤払の理由

（算出の基礎）

12 30 020 道費収入関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第15号様式（第40条関係）

監督（検査）委託承認申請書
第 号

年 月 日
総 務 部 長

殿
（北海道知事）

警 察 学 校 長
方面本部長
警 察 署 長

次のとおり監督（検査）を委託したいので申請します。

区 分 記 載 事 項

監督（検査）員の住所

職 業 、 氏 名 、 年 齢

監督（検査）年月日

監 督 （ 検 査 ） 場 所

監督（検査）の目的

監 督 （ 検 査 ） の

委 託 理 由

備 考

12 50 100 道費契約関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記第16号様式（第40条関係）

監 督 （ 検 査 ） 委 託 承 認 書
第 号

年 月 日
警 察 学 校 長

方面本部長 殿
警 察 署 長

総 務 部 長

年 月 日付け 第 号をもって申請のあった監督（検

査）を委託することについては、承認する。

12 50 100 道費契約関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記第17号様式 削除



別記第18号様式（第46条関係）

物 品 貸 付 承 認 申 請 書

第 号

年 月 日

総 務 部 長
殿

（方面本部長）

警 察 学 校 長

警察署長

下記物品を貸付けても支障ないと認められるので、承認願いたく申請します。

記

物品名 規格 数量 名称

購入（受入）年月日 年 月 日

時価見
購入（取得）価格 ￥ ￥

積価格

年 月 日から
貸 付 期 間

年 月 日まで

貸 付 条 件

貸し付けようとする

理 由

借 受 者 住 所

氏 名 、 職 業 職業

12 50 010 道費物品関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第19号様式（第47条関係）

物 品 寄 託 承 認 申 請 書

第 号

年 月 日

総 務 部 長

殿

（方面本部長）

警 察 学 校 長

警察署長

下記物品を当部局において保管することが困難であるから、寄託いたしたく承認

願います。

記

物品名 規格 数量 名称

購入（取得）年月日 年 月 日

時価見
購入（取得）価格 ￥ ￥

積価格

年 月 日から
寄 託 期 間

年 月 日まで

寄 託 条 件

寄 託 の 理 由

預 者 住 所

氏 名 、 職 業 職業

12 50 010 道費物品関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第20号様式（第48条関係）

物 品 交 換 （ 譲 与 ） 承 認 申 請 書

第 号
年 月 日

警 察 本 部 長 殿
警 察 学 校 長

方面本部長
警 察 署 長

下記の物品を交換（譲与）したいので申請します。
記

交換（譲与）により引渡 交換（譲与）により取得し
区 分

し し よ う と す る 物 品 よ う と す る 物 品

品 名

機 械 （ 車 両 ）番 号

型 式 及 び 年 代

製 作 社 名

用 途

取 得 年 月 日 及 び

耐 用 年 数

今後の使用可能年数

評 価 額

相 手 方 の 住 所及 び

氏 名 又 は 名 称

交 換 （ 譲 与 ）理 由

又 は 条 件

摘 要

12 50 010 道費物品関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記第21号様式 削除



別記第22号様式（第67条関係）

賠 償 事 案 発 生 報 告 書

第 号
年 月 日

警 察 本 部 長 殿
警 察 学 校 長

方面本部長
警 察 署 長

下記の者について、地方自治法第243条の２の２第１項に規定する損害賠償事
案が発生したので報告します。

区 分 記 載 事 項

職 員 の 官 職 氏 名

損 害 を 与 え た 対 象

（現金額、物品名等）

損害を与えることと
なった行為又は不行
為 の 内 容

損 害 の 内 容

損 害 に 対 す る 補

て ん の 見 込 み

損 害 を 与 え た 事 実

の 発 見 の 端 緒

職 員 の 平 素

の 執 務 状 況

そ の 他 参 考

と な る 事 項

12 70 010 監査関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第23号様式（第29条関係）

事 項 別 予 算 内 示 簿

目 事業 節 細節

内 示 内 訳

予算 部長 配当 予算 備

月日 摘要 配当 部局内示 予 備 費

額 額 内示 本庁

総額 方面 内示 内示 残額 残額 残額 考札方・

本部 額警察学校

12 10 140 事項別予算内示簿 １年

注 規格は、Ａ列４番横長とする。

別記第24号様式（第29条関係）

地 方 部 局 別 予 算 差 引 簿

目 事業 節 細節

地方部局

区 分 内 資前 残 内 資前 残 内 資前 残

示 渡 示 渡 示 渡

年月日 摘 要 額 金額 額 額 金額 額 額 金額 額

12 10 150 部局別予算差引簿 １年

注 規格は、Ａ列４番横長とする。



別記第25号様式（第29条関係）

科 目 別 予 算 差 引 簿

目 事業 節 細節

内 示 内 訳

月 日 摘 要 番 号 配 当 額 未配当額 備考

内示 部局 予備費地方部局

総額 内示 内示 内 示

12 10 160 科目別予算差引簿 １年

注 規格は、Ａ列４番横長とする。

別記第26号様式（第29条関係）

内 示 予 算 差 引 簿

月 日 摘 要 受 払 残 備 考

12 10 170 内示予算差引簿 １年

注１ 本差引簿は、旅費その他必要な科目について記入する。
２ 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第27号様式（甲）（第57条の８関係）

決

裁

欄

使 用 財 産 現 状 調 査 報 告 書

第 号

年 月 日

警察本部長

殿

方面本部長

（使用管理者）

次のとおり 使用する財産に関し 措置を講ずべき必要が生じたので報告します。、 、

口座名及び所在地 名 称 数 量 報 告 事 項

13 20 500 公有財産現状調査報告関係 ５年

注１ 決裁欄は、部局の実情に応じて作成すること。

２ 規格は、Ａ列４番縦長とする。

（乙）

口座名及び所在地 名 称 数 量 報 告 事 項

意 見

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第28号様式（第57条の10関係）

警 察 施 設 居 住 許 可 申 請 書

第 号

年 月 日

警察本部長

殿

方面本部長

（使用管理者）

次により居住施設以外の警察施設に居住させたいので許可願いたく申請いたしま

す。

居住させる建物

数 量 使用数量

の 口 座 名

所 在

居住させる理由

居住させようと

年 月 日～ 年 月 日

す る 期 間

氏 名 年 齢 続 柄 職 業

居住させようと

する者の氏名

及 び 家 族 等

関 係 図 面 別添のとおり

その他参考事項

13 20 900 公有財産関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第29号様式（第57条の14関係）

第 号

年 月 日

警察学校長
殿

警 察 署 長

警 察 本 部 長

方 面 本 部 長

行政財産の使用許可について（通知）

年 月 日付 第 号をもって申請のあった行政財産の使用について

は、別添行政財産使用許可書（写）のとおり許可したから通知する。

13 20 190 行政財産使用許可関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。

別記第30号様式（第57条の20関係）

決

裁

欄

使 用 財 産 増 減 異 動 報 告 書

第 号

年 月 日

警察本部長
殿

方面本部長

警 察 学 校 長

警 察 署 長

次のとおり、使用財産に異動があったので報告します。

索引 構 造 増 減 異 動 増 減

口座名 区分 種目 名称 備 考

番号 (細分) 事由用語 年月日 数量 価格 数量 価格

13 20 520 公有財産異動報告関係 １年

注１ 決裁欄は、部局の実情に応じて作成すること。

２ 規格は、Ａ列４番横長とする。



別記第31号様式（第57条の23関係）

財 産 借 受 承 認 申 請 書

第 号

年 月 日

警察本部長

殿

方面本部長

警 察 学 校 長

警 察 署 長

下記により財産を借受けたいので承認願いたく申請します。

所 在 区 分 種 目 構造数量

借 受 財 産

借受理由及び

使 用 目 的

借 受 期 間 年 月 日～ 年 月 日

相 手 方 の

住 所 氏 名

借料の見積額 円也（積算内訳別添のとおり）

関 係 図 面 別添のとおり

そ の 他

参 考 事 項

13 20 530 借受財産関係 ５年

注 規格は、Ａ列４番縦長とする。



別記第32号様式（第57条の23関係）

財産借受契約変更（解除）承認申請書

第 号

年 月 日

警察本部長

殿

方面本部長

警 察 学 校 長

警 察 署 長

下記のとおり、契約変更の申入れを受けた（契約解除をしたい）ので承認された

く申請します。

借受物件の名称

及 び 所 在 地

借 受 期 間 年 月 日～ 年 月 日

契約変更（解除）

を す る 相 手 方

住 所 氏 名

契約変更（解除）

理 由

13 20 530 借受財産関係 ５年

注１ 不要な文字は、抹消して使用すること。

２ 規格は、Ａ列４番縦長とする。


